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第８章 事業手法・整備スケジュールの整理 

８-１概算事業費の検討 

 

現交野小学校校舎および旧第一・第二給食センター建物の延床面積合計約 10,000 ㎡を解体

し、その敷地において延べ床面積約 15,500 ㎡の施設一体型小中一貫校を建設するために必要

となる概算建設費を令和元年秋の最新建築コスト情報にて、以下の通り試算しました。 

なお、試算した概算建設費については、あくまでも現時点における計画面積にて試算したも

のであり、基本設計・実施設計における施設面積の増減や詳細な地盤調査等による杭設計の内

容等によって、建設費の変動が予想されます。今後、基本設計を踏まえた、建設費を精査して

いく必要があります。 

 

表 ８.1 概算事業費 

区分 
概算建設費 

（単位：千円） 
備考 

1.解体 200,000  交野小学校既存建物・旧給食センター既存建物 

2.校舎 4,236,000 本体鉄筋コンクリート造想定 

3.屋内運動場 1,087,000 本体鉄筋コンクリート造、屋根鉄骨造想定 

4.外構 132,000 グラウンド整備、アスファルト舗装、植栽、歩道設置、

下水本管移設 

5.設計・設計監理 476,000 新築基本・実施設計、積算、設計監理、土木基本設計・

実施設計、積算（従来方式の発注とした場合） 

6.その他 30,000 敷地測量、地質調査、埋蔵文化財調査、土壌対策汚染

法調査、申請料、透視図作成、模型作成等 

＊電気・機械工事、杭工事を含みます。 

＊土壌汚染対策法調査費は未確定部分が多くあり、深層調査の是非は現時点では不明のた

め見込んでいないことから、金額の増減の可能性があります。 

＊内装木質化を採用する場合、その程度によって、建設費は変動します。 

＊長宝寺小学校に関する仮設校舎・教室改修の設計費、建設費、引越費等は含みません。 

＊今後の建設に係る人件費・資材費の物価変動は見込んでいません。 
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８-２学校の施設整備および管理運営にかかる事業手法の検討 

1) 本事業における事業手法・事業スキーム検討の視点 
次期学習指導要領は、「社会に開かれた教育課程」の実現や、「主体的・対話的で深い学び」

（「アクティブ・ラーニング」）といった考え方が示されており、本市においては、未来を切

り拓き、進化し続ける社会の中で活躍できる能力の育成に対応できる、新しい学習環境づくり

が求められています。 

また、本事業は、「交野市学校規模適正化基本計画（平成 31年２月）」にも位置付けられ

ているとおり、『子どもたちの豊かな学びを促進し、地域との連携や協働が図られるような施

設としていくことを考えると、今後、地域のニーズに対応して、余裕教室の活用や学校施設の

複合化も検討』、『学校施設の複合化も含めて、地域のニーズに応じた機能の導入や地域の方々

も利用しやすい施設整備を検討』など、地域の大人も子どもも巻き込んだ“地域の活動拠点”

としての役割を担う、地域団体等が主体となった施設の運営も意識した取り組みが求められ

ています。 

そのため、今回整備する新しい学校は、ワークショップ等の手法で新しい学校の在り方につ

いて検討を進めている協議会（１年１組～３組）での意見や、庁内合意を踏まえた施設および

運営の考え方を実現することが重要であり、運営の在り方を明確にしながら、それらを実現す

るための事業手法・事業スキームを検討していくことが重要となります。 

一方、PFI等を含む民間活力の導入は、民間事業者のノウハウを活用し、事業費の低減やサ

ービスの質の向上を期待する事業手法であり、一般的に、ノウハウ発揮の余地が大きいほど事

業効果が高まる事業手法であるため、今回検討している新しい学校における取り組みの内容

によっては、民間事業者のノウハウを活かしながら展開できる可能性があるものと考えられ

ます。 

しかしながら、学校のみの施設として整備する場合、学校教育の運営に係る事業における民

間事業者での対応は制限があることから、対応範囲を十分に理解した上で検討を進めていく

ことが必要です。 

なお、基本計画策定時点では、設計建設・維持管理・運営に関して、民間事業者・地域団体

等が関わる範囲等の確定までは至っていない状況ですが、検討を進める上でのスタディとし

て、基本計画検討段階での施設計画内容で整備することを想定し、事業主体や事業範囲等を設

定します。また、今後、基本設計を進める中で関係部局、関係機関との協議・調整を進めるも

のとします。 
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2) 事業主体の整理 
本事業において役割分担の検討が想定される事業主体は以下の通りです。 

 

表８.2 事業主体 

名称 内容・役割 
行政 
（交野市・交野市教育委員会） 

施設の設置者・学校教育、社会教育、文化、スポーツ等
に関する事業担当機関 

地域団体等 新しい魅力ある学校を創り上げていく上でその取組み
に期待する活動運営主体 

民間事業者 

上記以外に、第三者として事業に関与することを想定 
学校の維持管理や、場合によっては上記地域団体等活
動主体・運営主体と共に活動、またはそれら団体等を支
援する役割 

※地域団体等と民間事業者は、ともに内容・役割について未定 

 

地域と一体となった新しい学校づくりには、継続性を見据えて地域が主体となった様々な

プログラムの運営が必要であり、前述のような運営主体、『（仮称）学校運営協議会・地域学

校協働本部』の組成を行っていくことをめざします。 

この組織は、将来的には学校や地域における様々なプログラムを、官民連携のもと運営する

事業主体として発展していくことを期待するものです。 

 

3) 事業範囲の設定 
本項では、本事業で想定される各種業務について、民活事業の対象業務とするか、または市

で直接実施すべき業務なのかについて、事業範囲（官民役割分担）（案）検討・設定を行いま

す。 

事業範囲は、民間事業者による創意工夫の可能性、官民のリスク分担、ならびに、前項で整

理した地域団体等が運営主体となるイメージ等も踏まえて設定します。 

なお、△については、関係部局、関係機関等との協議・調整や、今後実施する民間サウンデ

ィング等を通じて検討・設定するものとします。 

 

表８.3 本事業において必要となる業務と役割分担（案）の整理 

業務項目 業務内容 役割分担 
官 民 

資金調達 施設改修に係る資金調達 △ △ 

設
計
・
建
設
段
階 

調査業務 調査業務（測量調査、地質調査、法規制調査など） 〇  

設計業務 

仮設先の長宝寺小学校校舎改修設計 〇  
既存校舎および（旧）第一・第二給食センター建物の解
体設計  〇 

新校舎・体育館等の設計  〇 
造成・開発設計（取付道路.歩道の設計） 〇  

建設業務 長宝寺小学校の部分改修及び仮設校舎の整備 
※仮設校舎はリースを想定 〇 △ 

※仮設校舎 
 

 



８２ 

業務項目 業務内容 役割分担 
官 民 

設
計
・
建
設
段
階 

建設業務 

既存校舎の解体工事・工事監理  〇 
造成・開発工事監理・工事 〇  
新校舎・体育館等の工事監理・建設  〇 
取付道路.歩道の工事監理・建設 〇  

その他関連
業務 

学校設備の調達・設置  〇 
学校施設備品等の調達・設置  〇 
移転(引越)（小学校統合） 〇  
その他関連業務（各種申請・開校準備等）  〇 

維
持
管
理
・
運
営
段
階 

維持管理 
業務 

建築物保守管理業務  〇 
備品等保守管理業務 △ △ 
外構施設保守管理業務  〇 
植裁維持管理業務  〇 
清掃業務・環境衛生管理業務  〇 
秩序保持・安全確保・非常事態対応業務 △ △ 
修繕業務 △ △ 

運営業務① 
民間事業者 
による運営
※① 

（施設内のサービス業務（諸室の貸し出しなど）） ‐ ‐ 
（情報発信・広報業務） ‐ ‐ 
（自主事業） ‐ ‐ 

運営業務② 
地域団体等 
による運営
※② 

学校を利用した市民による活動 ‐ ‐ 
情報発信・広報業務 ‐ ‐ 
自主事業 ‐ ‐ 

※① 学校運営（運営業務①）について、従来型の枠を超えた学校施設の活用等については、

検討するうえで時間を要するため、現時点では上記の運営業務は見込まないものとして

設定し、本事業は、運営・維持管理は実質としてメンテナンスのみとして取り扱う。 

※② 地域団体等の組織づくりに向けた取組みは、開校予定の令和７年４月までに庁内に

おける受け入れ態勢の調整が必要であり、プログラムを運営する組織づくりは時間を要

することが想定されるため、「運営業務②」のプログラム等を企画運営する部分の地域

団体等を含めた民間事業者による参入は現時点では想定せず、将来的に受け入れること

を想定し、事業手法・事業スキームを検討する。 

 

4) 事業手法の検討 
本項では、以下、学校整備を進める際の事業手法について整理します。 

 

(1) 従来型事業手法 
これまでの学校整備や改築に関わる事業の事業方式として行われてきた手法であり、公共

が起債や国庫補助金等により自ら資金調達し、設計・建設、維持管理等について、業務ごと

に民間事業者に単年度業務として個別に発注等を行う方式です。 

 

(2) ＰＦＩ等民間活力導入事業方式を採用する場合の事業手法 
学校整備に関わる事業を民間事業者に委ねる場合の事業方式です。 

一般的に、PFI 事業は、事業期間中及び事業期間終了後に公共または民間事業者のどちら
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が施設を所有するかによって分類されます。また、PFI 事業以外の民間活力導入事業方式と

しては、DBO方式、DB方式などがあります。 

【ＰＦＩ事業】 

・ＢＴＯ方式：民間事業者が施設を建設し（Build）、施設完成直後に公共に施設の所有権を移
転し（Transfer）、民間事業者が維持管理を行う（Operate）方式。 

・ＢＯＴ方式：民間事業者が施設を建設し（Build）、維持管理を行い（Operate）、事業終了
後に公共に施設の所有権を移転する（Transfer）方式。 

・ＢＯＯ方式：民間事業者が施設を建設し（Build）、維持管理を行うが（Operate）、公共へ
の施設所有権の移転は行わず(Own)、原則として事業期間終了時に施設を撤去
する（賃貸借または買取もあり得る）方式。 

・ＲＯ 方式：施設の所有権は公共が所有したまま、事業者が資金調達並びに施設の改修
（Rehabilitate）を行い、運営（Operate）する方式。 

・公共施設等運営権方式（コンセッション）：施設の所有権は公共が所有したまま、事業者が
独立採算にて事業を運営する権利（運営権）を取得する方式。物権とみなさ
れ、抵当権の設定が可能。 

【ＰＦＩ事業以外の民活方式】 

・ＤＢＯ方式：公共が、施設の所有権を有したままで、施設の設計（Design）・建設
（Build）、維持管理（Operate）を一体的に民間事業者に発注する方式 

・ＤＢ方式 ：公共が、施設の設計（Design）・建設（Build）を一体的に民間事業者に発注す
る方式。（設計・建設のみ） 

・リース方式：公共が、施設の設計・整備を一体的に民間事業者に発注する方式。性能発注の
場合と仕様発注の場合がある。（設計・建設のみ） 

 

なお、本事業は公立の学校施設であり、学校運営の主体、施設の所有権は公共であること

が望ましいと考えられることから、民間事業者が施設を所有することとなる BOT、BOO、リー

ス方式等の事業手法や、施設改修が主目的である RO方式、事業者が独立採算にて事業を運営

する権利を取得することを想定した公共施設等運営権方式（コンセッション方式）を除く PFI

（BTO）、DBO、DBについて整理し比較検討を行います。なお、本検討では事業手法を検討す

る中で様々な比較を行うことを目的に、PFI（BTO）は SPC を設立、DBO は SPC を設立しない

パターンで検討することとします。 

学校教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律上、民間事業者は学校施設の管理

者になることができず、学校施設の維持補修等のメンテナンス、清掃、警備等の事実上の業

務（現行どおりの業務委託）に限られますが、PFI 法においては、公立学校施設の維持管理

運営については、地方公共団体が行う学校教育に支障の無い限りにおいて PFI 事業の対象と

なると考えられます。 

そのため、「地域団体等による運営組織」による学校施設を活用した企画運営を行う場合

は、PFI 事業の中で民間事業者のノウハウを活かしながら事業展開する可能性が考えられま

すが、既述のとおり、従来型の枠を超えた地域団体等の組織による学校施設の活用を行うに

は時間を要するため、現段階ではコスト等による判断から、DBまたは DBOを想定して検討を

進めるものとします。 

今後、次頁の表を参考に検討を進め、各種条件を固めていく中で、サウンディング調査等

を進めながら、最適となる事業手法と事業スキームを整理していきます。 
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表８.4 事業方式の比較 

項目 従来型方式 ＤＢ方式 
（ＤＢ＋Ｏ） 

概要 

市の資金調達により、市が直接施設整備・
改修を行い、施設の維持管理については、
直営で行う。 
 
※市民団体等による学校施設の利用は従
来通り 

市の資金調達により、市が直接施設整備・
改修を行い、施設の維持管理については、
直営または別途指定管理者を選定する。 
 

発注方式 仕様発注 性能発注 
発注形態 設計・施工：個別発注 設計・施工：一括発注 

維持管理：直営 維持管理：直営または指定管理者 
資金調達 公共（起債・一般財源） 公共（起債・一般財源） 
支払平準化 × × 
設計・建設 公共 公共 
維持管理 直営 直営または民間（指定管理者として） 
運営 同上 同上 

所
有
権 

建設期間 公共（請負工事） 公共（請負工事） 
運営期間 公共 公共 

特 
 

 

徴 

施設の 
整備改修 

 施設の設計・建設、運営・維持管理につい
て、公共が直接全面的に関わるため、事業
の具体的細部に至る主導権を持つことがで
きる。 

 施設の設計・建設においては、整備工法の
工夫などによるコスト縮減が期待できる。 
 運営・維持管理について、公共が直接全
面的に関わるため、事業の具体的細部に
至る主導権を持つことができる。 

施設 
運営 

 施設運営は従来通りの形態を継続すること
が可能である。 

 施設運営は従来通りの形態を継続すること
が可能である。 
 継続的なプログラムの企画運営について
は、別途地域団体等が主体となる組織と
の連携方法を検討する必要がある。 

リスク 
 公共が事業主体として具体的細部に至る
主導権を持つため、全ての事業リスクを負う
こととなる。 

 公共が事業主体として具体的細部に至る
主導権を持つため、全ての事業リスクを負う
こととなる。 

コスト 
縮減 

 事業全体としての効率性や経営的視点か
ら事業をコントロールするメカニズムがなく、コ
スト削減の余地が少ない。 

 民間が施設設計・建設を一括して実施す
ることにより、効率性やコスト削減が期待で
きる。ただし、維持管理、運営も当該民間
事業者の業務範囲外となることから LCCの
縮減効果は低い 
 運営・管理については従来通り。 

財政負担 
平準化 

 財政負担が平準化されない。  財政負担が平準化されない。 

実施 
手続き 

 これまで行われてきた手法であるため、事業
実施プロセス（体制、法律、制度等）が
定型化されていて、分かりやすい。 

 一括発注によること、地域ニーズに応じた設
計が必要となることなどから、ＰＦＩに準じ
た手続きを採る必要がある。 

実施手続き 
期間 

（基本計画策定後

から新校舎建設工

事着工まで） 

－  従来型公共事業方式と比較して半年程
度長く期間を要する。 
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ＤＢＯ方式 
（ＳＰＣなし） 

ＰＦＩ方式 
（ＢＴＯ） 

市の資金調達により、施設整備・改修から運営まで一
括して民間事業者に委ねて行わせる。請負となる施設
改修工事と指定管理者の指定を包括する契約形態と
なる。 

民間事業者の資金調達により、施設整備・改修から運
営まで一括して民間事業者に委ねて行わせる。 

性能発注 性能発注 

一括発注 一括発注 

公共（起債・一般財源） 民間（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ） 
× ○ 
公共 民間 

民間（指定管理者として） 民間（指定管理者として） 
同上 同上 

公共（請負工事） 公共（民間事業者が借受ける） 
公共 公共 

 整備改修工法の工夫などによるコスト縮減や、民間事
業者より施設・空間の有効活用や既存サービスの改
善などの附帯的な提案を得られることが期待される。 

 整備改修工法の工夫などによるコスト縮減や、民間事
業者より施設・空間の有効活用や既存サービスの改
善などの附帯的な提案を得られることが期待される。 

 一括発注により民間事業者（ＳＰＣまたはその構成
企業）が指定管理者として引き続き運営する。 
 継続的なプログラムの企画運営については、別途地域
団体等が主体となる組織との連携方法を検討する必
要がある。 

 一括発注により民間事業者（ＳＰＣ）が指定管理
者として引き続き運営する。 
 継続的なプログラムの企画運営については、別途地域
団体等が主体となる組織との連携方法を検討する必
要がある。 

 民間事業者の破綻等に対する対応を十分に取ること
ができない。 

 金融機関のステップ・イン（介入）により、民間事業
者の破綻時に対する対応策が図られている。 

 民間が施設改修から運営・維持管理まで一括して実
施することにより、効率性や経営的視点から事業全体
をコントロールすることができる。（コスト削減が期待） 

 民間が施設改修から運営・維持管理まで一括して実
施することにより、効率性や経営的視点から事業全体
をコントロールすることができる。（コスト削減が期待） 

 財政負担が平準化されない。  財政負担の平準化効果が期待できるが、地方債と比
較して金利が高くなる。 

 一括発注によること、地域ニーズに応じた設計が必要
となることなどから、ＰＦＩに準じた手続きを採る必要
がある。 

 事業者の選定に時間を要するほか、事業者選定・契
約等に関して専門家のアドバイスを受けながら進める
必要がある。 

 客観性、透明性の確保のため、手続の慎重さ、丁寧
さに重きが置かれることにより、従来型公共事業方式と
比較して１年程度長く期間を要する。 

 客観性、透明性の確保のため、手続の慎重さ、丁寧
さに重きが置かれることにより、従来型公共事業方式と
比較して１年程度長く期間を要する。 
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８-３事業スケジュール 

施設一体型小中一貫校の開校までのおおむねの事業スケジュールは以下のとおりです。 

 

【開校までのおおむねの流れ】 

 施設一体型小中一貫校の令和７年４月までの開校に向けて、下図に示すようなスケ

ジュールを念頭に進めていくものとします。 

 今後、施設に関する設計、工事中の長宝寺小学校の仮設校舎・校舎改修の設計ほか、

教育方法の決定やコミュニティ・スクールの導入など、新設校として多様な関連事項

等を検討する必要があります。 

 関係者・関係機関等との調整・協議、ワークショップ等の意見聴取を踏まえ、整備事

業を推進します。 

 

 
図 ８.1 事業スケジュール 

 

第９章 今後の施設整備と運営に向けて 
 

９-１基本設計・実施設計を進める中での適正で過大とならない事業費の精査 

 

基本計画に基づき、基本設計を検討していくことになりますが、学校の学習環境の必要な機

能を確保しながら、質の高さを追求する上で、適正で過大とならないよう、慎重に進めていく

必要があります。 

関西地区の万博等の建設需要を見据えた建築資材・人件費の物価変動に注意しながら、建設

費の概算を精査していくことが求められます。 
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中
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地
）
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小
学
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令和6年度
（2024年）

交野小学校

基本設計 実施設計

引越準備

新校舎

新校舎

新校舎

施工

引越準備

設計

建築工事

長宝寺小学校 交野小学校・長宝寺小学校統合校
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型
小
中
一
貫
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開
校

開発造成工事
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９-２地域団体等による施設の運営（組織づくりと主体的運営に向けたスキーム検討） 

 

当該施設において地域活動の継続性を確保するためには、学校運営にメリットが生じるこ

と、またその活動組織に対して、一定の役割を法的に付与することも必要です。 

また、地域協議会でも意見が出ていたように、学校における地域団体等による活動には、

参加される人々をコントロールする「運営主体」となる組織の組成実現などが必要です。 

実現に向けては、地域開放する業務内容の棚卸を行い、施設を維持管理する民間事業者と

プログラムを企画運営する地域団体等により組成される組織が、行政・学校と連携しながら

それぞれの業務（維持管理や運営）に関する役割分担の調整を行うことが必要です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域住民等が公共施設の企画管理運営にかかわる場合の事業範囲検討 

PFI をイメージした事業者と建設・

維持管理・運営の関係 

DB（DBO）をイメージした事業者と

建設・維持管理・運営の関係 

※事業スキーム案：地域団体等による段階的地域施設の運営イメージ 

【地域団体等による組織づくり・企画運営支援】 

【地域団体等による組成と継続的施設運営】 

将来的には、組織化された地域団体等

が運営事業者として継続的に教育プ

ログラム等の企画・運営を行う 

 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

 

学校施設 学校施設以外 

（公共施設） 

建設 

維持管理 

運営 行政・学校（教職員等） 
 地域団体等運営者 
（指定管理者） 

民間事業者 

地
域
団
体
等
が
ど
こ
ま
で
担
う
か 

コーディネーター等 

地域の人材の参画 

 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

 

学校施設 学校施設以外 

（公共施設） 

建設 

維持管理 

運営 行政・学校（教職員等） 
 
地域団体等運営者 

民間（設計・建設）事業者 

コーディネーター等 

地域の人材の参画 

  

地
域
団
体
等
・
運
営
事
業

者
が
ど
こ
ま
で
担
う
か 

維持管理事業者 
（民間事業者） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

学校施設 

地域施設（併設施設） 

施設の維持管理 

委託契約 

利用者（児童・生徒） 

運
営
事
業
者 

（
指
定
管
理
） 

学校教育 

指定管理 

教育プログラ

ム等企画運営 

地
域
住
民
等 

利用料金 

プログラ

ム等提供 

運営参加 

サービス提供（貸館等）  

教
育
委
員
会
（
公
共
） 

 

維持管理・ 

運営事業者 

委託料(サービス対価) 

指定管理料(サービス対価) 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ募集 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ参加 

協
力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

学校施設 

地域施設（併設施設） 

施設の維持管理 

委託契約 

利用者（児童・生徒） 

地
域
団
体
等
に
よ

る
開
校
準
備
会 

学校教育 

協定 

教育プログラ

ム等企画運営 

地
域
住
民
等 

プログラ

ム等提供 

運営参加 

施設利用申請 
 

教
育
委
員
会
（
公
共
） 

 

維持管理・ 

運営事業者 

施設利用許可 

施設利用申請 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ参加 

委託料(サービス対価) ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ募集 

※施設の一部分を地域住民等が組成する組織が指定管理者となり、貸館事業などもふくめて施設の運営

を行う（別途民間事業者が施設の維持管理を実施）といった役割分担や、施設維持管理を行う民間事

業者が施設の運営の一部（貸館事業の受付など）を行い、地域住民等が組成する組織（組織形態は今

後検討が必要）が活動プログラムの企画運営のみ実施する、などの役割分担も考えられる 
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９-３工事中の長宝寺小学校仮設校舎の検討 

新しい学校施設を整備する期間、第一中学校区の児童が通学することとなる長宝寺小学校

施設での学習環境の確保が必要となります。 

新しい学校の検討に加え、長宝寺小学校施設を一時的に活用するための整備の在り方を検

討しておくことが必要です。 

下記に長宝寺小学校の整備案を整理します。 

 

【諸室構成の考え方】 

普 通 教 室 ：特別教室・放課後児童会室等を移設し、1学年 4教室ずつのゾーニ
ングとして配置 

特 別 支 援 教 室 ：可動間仕切で６教室を確保し、4教室は現在の支援学級の配置とし、
2教室は保健室に近接 

図 工 室 ：管理・特別教室棟 2階から 1階へ移設 

教 材 室 ：普通教室棟の 1階へ移設 

コンピュータ室 ：管理・特別教室棟 2階へ移設 

学 校 菜 園 ：仮設校舎の影響が無い場所へ移設 

 

表 ９.1 各案比較表  

 ①案 ②案 ③案 

概
要 

配置図 

   

配置 
中庭に普通・特別教室棟と
して、2階建の仮設校舎を
設置 

敷地北西部に普通・特別教
室棟として、2階建の仮設
校舎を設置 

中庭と敷地北西部に普通・
特別教室棟として、平屋建
ての仮設校舎を 2棟設置 

2階用途 
可動間仕切付きのランチ
ルーム（3教室分）と放課
後児童会（2教室分） 

可動間仕切付きのランチ
ルーム（3教室分）と放課
後児童会（2教室分） 

 

1階用途 

1学年4教室分の普通教室
と多目的室 

1学年4教室分の普通教室
と多目的室 

中庭に 1 学年 4 教室分の
普通教室と多目的室を設
置し、敷地北西部に可動間
仕切付きのランチルーム
（3教室分）と放課後児童
会（３教室分） 

特
徴 

中庭スペース 中庭の残りスペースが少ない 
中庭が広く使える 中庭の残りスペースが少

ない 

動線 
1階渡り廊下に近接してい
るが、2階へは階段での行
き来となる 

既存棟から離れており、2
階へは階段での行き来と
なる 

1階渡り廊下に近接し、平
屋建のため、既存棟と行き
来しやすい 

工期 
（想定） － ①案より短くなり、③案よ

り長くなる 
①～③案の中で最も短く
なる 
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前頁の比較検討に交野小学校及び長宝寺小学校の教職員からの意見を踏まえ、③案をベー

スに改修を含めた検討を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ９.1 計画案の配置図 

 

 
図 ９.2 計画案の各階平面図（１階） 

＊斜線部分は改修予定教室を示す 
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図 ９.3 計画案の各階平面図（２階） 

 

 

 
図 ９.4 計画案の各階平面図（３階） 

＊斜線部分は改修予定教室を示す 
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